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                    WEB労政時報（無料版）、労政時報オンラインストア、労政時報セミナーストアの共通ログインとなり、
「ご登録者専用マイページ」がご利用いただけます

                    WEB労政時報（無料版）では

                    
                        
                            人事のための
無料メールマガジン
毎週木曜日配信
人事担当者が知っておきたい
情報を無料でお届け

                        

                        
                            記事クリップ機能を
利用・管理できます

                        

                        
                            WEB労政時報の有料版を
お試しいただけます

                        

                    

                    労政時報オンラインストア、労政時報セミナーストアでは

                    
                        
                            商品・サービス注文時、
入力の手間が省けます

                        

                        
                            マイページにおいて
購入履歴の閲覧ができ、
請求書・領収書の発行が
できます

                        

                        
                            新着商品情報のメールが
受け取れます
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                                                                飯塚和正、藤田益浩　税理士　アクタス税理士法人
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                                                                小栗隆志　株式会社リンクアンドモチベーション　フェロー
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                                                            定年制の見直し状況と再雇用者の役割変化、60歳到達前後の賃金カーブの設定状況                                                        

                                                        
                                                                                                                                                                                                労政時報の新着記事―高年齢者の処遇に関するアンケート

                                                                                                                                                                                        
                                                                労政時報 第4073号の第1特集より、本誌特別調査「高年齢者の処遇に関するアンケート」を紹介します。
                                                            

                                                            労政時報 第4073号の第1特集より、本誌特別調査「高年齢者の処遇に関するアンケート」を紹介します。
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                                                                浅野浩美　事業創造大学院大学　事業創造研究科教授
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                                                                                    2024.03.13飯塚和正 
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                                                                                    2024.03.12青島未佳 

                                                                                    
                                                                                        第4回・完　DEI推進の取り組み方～具体的事例を基に～
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                                                                                    2024.03.11小栗隆志 

                                                                                    
                                                                                        第3回　「スタートアップ期」に積み重ねるべき体験とは？～入社1～3年目の社員が陥る「三つの症例」と対応策
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                                                                                        『若者に辞められると困るので、強く言えません　マネジャーの心の負担を減らす11のルール』
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                                                                                    2012.10.17太期健三郎 

                                                                                    
                                                                                        第1回　「人は石垣、人は城、人は堀」（武田信玄）～人材マネジメントの基本的なあり方を考える
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                                                                                    2011.10.17 

                                                                                    
                                                                                        接続詞を使い過ぎていませんか？つなげるより省く努力を！：ビジネスパーソン メール術（12）
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                                                                                    2010.12.02 
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                                    労政時報からの新着記事を読む
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                                    2024.03.12
                                    NEW                                    共同通信社
                                                                    

                                
                                                                            テレワークや時差出勤選択　子が３歳から就学前　両立支援強化の法案決定

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.03.11
                                    NEW                                    共同通信社
                                                                    

                                
                                                                            就業者数、９５６万人減　４０年、前回から上方修正

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.03.09
                                    NEW                                    共同通信社
                                                                    

                                
                                                                            残業規制９割「守れず」　働き方改革半数が評価　業務移管、複数主治医制も　特定機能病院調査

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.03.08
                                    NEW                                    共同通信社
                                                                    

                                
                                                                            雇調金、助成率見直し決定　短い教育訓練なら引き下げ

                                                                    

                            

                        


            

        
    

    
        
            
                
                    調査レポート

                    一覧を見る
                

                	
                            
                                
                                    2024.03.12
                                    NEW                                    マンパワーグループ
                                                                            
                                                                    

                                
                                                                            マンパワーグループ「2024年第2四半期（4-6月期）雇用予測調査」
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                    改正法情報

                    一覧を見る
                

                	
                            
                                
                                    2024.03.12
                                    NEW                                    厚生労働省                                                                            
                                                                    

                                
                                                                            育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法律案（令和6年3月12日提出）

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.03.04
                                    NEW                                    厚生労働省                                                                            
                                                                    

                                
                                                                            厚生労働大臣が定める現物給与の価額の一部を改正する件（令6.3.1　厚労告50）

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.02.27
                                                                        厚生労働省                                                                            
                                                                    

                                
                                                                            労災補償業務の運営に当たって留意すべき事項について（令6.2.26　労災発0226第1）

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.02.26
                                                                        厚生労働省                                                                            
                                                                    

                                
                                                                            医師の時間外労働の上限規制に関するＱ＆Ａ（再追補分）（令和6年2月26日公表）
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                                    2024.03.13
                                    NEW                                    共同通信社                                                                    

                                
                                                                            消防署員死亡で賠償命令　山口、パワハラ原因と両親

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.03.12
                                    NEW                                    共同通信社                                                                    

                                
                                                                            石綿、ＪＲ東に賠償命令　元職員の肺がん死亡で

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.02.27
                                                                        共同通信社                                                                    

                                
                                                                            任天堂側に２０万円賠償命令　京都地裁パワハラ一部認定

                                                                    

                            

                        
	
                            
                                
                                    2024.02.22
                                                                        共同通信社                                                                    

                                
                                                                            石綿メーカー４社賠償確定　最高裁、札幌訴訟上告棄却

                                                                    

                            

                        


            

        
    



                                        
                        
                                                            
    
        
            
                 特集 

                一覧を見る
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                                        NEW                                        アクタス 税理士法人　パートナー　税理士 飯塚和正
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 - 第5回　社宅関係～社宅の水道光熱費を会社が負担する場合、給与課税は必要？
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                                        人的資本経営で注目されるDEI～心理的安全性の知見より～
 - 第4回・完　DEI推進の取り組み方～具体的事例を基に～
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                                        2024.03.11
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                                        若手の離職を防止するオンボーディング設計
 - 第3回　「スタートアップ期」に積み重ねるべき体験とは？～入社1～3年目の社員が陥る「三つの症例」と対応策
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                                        2024.03.08
                                        NEW                                         
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 - 『若者に辞められると困るので、強く言えません　マネジャーの心の負担を減らす11のルール』
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                                        2024.03.08
                                        NEW                                         
                                    

                                    
                                        BOOK REVIEW
 - 『海外に送り出した社員の命をどう守る？　在るべき企業の海外危機管理』
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                                    2024.03.054073号・14頁

                                    
                                        高年齢者の処遇に関するアンケート

                                    
                                    定年制の見直し状況と再雇用者の役割変化、60歳到達前後の賃金カーブの設定状況

                                

                            

                        

                    
	
                        
                                                            
                                    
                                        
                                                
                                        
                                    

                                

                                                        
                                
                                    2024.02.204072号・14頁

                                    
                                        勤務地限定・選択制の最新事例

                                    
                                    個々の「ライフ」「キャリア」希望を尊重し、多様な人材の定着・活躍を後押しする3社

                                

                            

                        

                    


        

    


                                                        
    
        
            
                
                    セミナー
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                                                                                                                                                    WEB受講
                                                                                                                                                    
                                                
                                            

                                            
                                                
                                                    米国新規赴任予定者のための米国雇用法弁護士による
                                                    【ZOOM開催】『日米職務環境の相違と米国採用社員との相互理解促進のためのセミナー』WEBセミナー

                                                    ～日米雇用法の相違に基づく米国での働き方に関する解説～                                                

                                            
                                        

                                        
                                            	開催日	
                                                            2024.3.26 (火)                                                        
	講師	
                                                            オグルツリー・ディーキンス法律事務所　インディアナポリス事務所　インディアナ州弁護士 (1996年) ワシントン州弁護士 (2021年)　本間　道治　氏
                                                        


                                        

                                    

                                    
                                        
                                            
                                                
                                                                                                            
                                                                                                    
                                            

                                        

                                    

                                

                            

                        
	
                            
                                
                                    
                                        
                                            
                                                                                                                                                    WEB受講
                                                                                                
                                            

                                            
                                                
                                                                                                        【ZOOM開催】鉄は熱いうちに打つ！『2024年度 新入社員研修』【2日間】

                                                    ～人事/人材育成のプロが実践ノウハウを伝授～                                                

                                            
                                        

                                        
                                            	開催日	
                                                            2024.4.4 (木)～2024.4.5 (金)                                                        
	講師	
                                                            株式会社 オフィスあん　代表取締役　社会保険労務士、経営学修士（ＭＢＡ)、人事コンサルタント　松下  直子 氏
                                                        


                                        

                                    

                                    
                                        
                                            
                                                
                                                                                                            
                                                                                                    
                                            

                                        

                                    

                                

                            

                        
	
                            
                                
                                    
                                        
                                            
                                                                                                    来場受講
                                                                                                                                                
                                            

                                            
                                                
                                                    入社後に“折れない”強い個と変化を一緒に乗り越える仲間をつくる
                                                    『2024年度新入社員研修』【1日コース】

                                                    ～グループワークを通じてプロとしての「自覚」と「チームワーク」を体得する～                                                

                                            
                                        

                                        
                                            	開催日	
                                                            2024.4.4 (木)                                                        
	講師	
                                                            あした葉経営労務研究所　代表　特定社会保険労務士　MBA　本田　和盛　氏
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                                                                                                障害者雇用促進法の逐条解説

                                                                                            

                                        
                                    

                                    
                                                                                厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課：編
                                        
                                            発売日：2024年03月19日 
                                            税込価格：8,250円                                        

                                    

                                

                                
                                    
                                                                                    
                                                                            
                                

                            

                        

                    
	
                        
                            
                                
                                    
                                        
                                            
                                                労働法コンメンタールNo.11
                                                改訂15版　労働保険徴収法

                                                                                            

                                        
                                    

                                    
                                                                                労務行政研究所：編
                                        
                                            発売日：2024年03月19日 
                                            税込価格：9,570円                                        

                                    

                                

                                
                                    
                                                                                    
                                                                            
                                

                            

                        

                    
	
                        
                            
                                
                                    
                                        
                                            
                                                                                                2024年版　賃金資料シリーズ全4冊セット

                                                                                            

                                        
                                    

                                    
                                                                                労務行政研究所：編
                                        
                                            発売日：2024年02月28日 
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